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１．はじめに 

 名古屋高速道路公社（以下、「公社」という。）は、

1970年に全国初の指定都市高速道路公社として設立され、

現在、全線81.2kmの9路線を管理・運営している（図1）。  

2021年度の交通量は、1日あたり約25万2千台で、名古

屋第二環状自動車道（名二環）、名神高速道路、東名高

速道路、伊勢湾岸自動車道等と接続し、名古屋都市圏の

高速道路ネットワーク機能の役割を担っている。 

こうした中、名古屋高速道路の道路特性や名古屋市周

辺地域の冬期の気象特性により、降雪時に長時間、高速

本線が通行止めになる場合がある。 

本稿では、気象予測情報による効率的な雪氷体制判断、

ならびに雪氷時の安全通行確保のための対策について紹

介する。 

 

２．名古屋高速道路の特徴 

２．１ 道路特性 

道路構造物の特徴としては、全体の約9割が高架構造で

あり、一般道路と比較すると路面温度が低くなりやすい

道路構造である。特に、鋼床版の区間は、コンクリート

床版の区間より2℃近く路面温度が低いため、路面凍結が

発生しやすく、積雪時は非常に溶けにくい特徴がある。

公社が管理する道路構造物のうち、鋼床版の区間は全体

の約2割を占めている（図2）。 

 

図1 名古屋高速道路全線 

 

 

図2 高速16号一宮線の路温傾向 

２．２ 冬期の気象特性 

名古屋市周辺は濃尾平野にあり、放射冷却により明け

方は強く冷え込む日が多い一方、日本海側の若狭湾から

の距離が短く、標高の高い山も少ないため、日本海側か

ら雪雲が流入しやすい地域特性がある（図3）。冬型の気

圧配置では、積雪に至るケースは少ないが、日本海で発

生する日本海寒帯気団収束帯（JPCZ）が、北西の風向き

で、かつ風速が強い場合には、名古屋市周辺へ雪雲が流

れ込み、都市部でも大雪となる。 

なかでも、高速11号小牧線、高速16号一宮線は、他路

線より北に位置し、雪雲の影響を受けやすく、路温も低

くなりやすいため、降雪や路面凍結の発生が多い路線と

なっている。 

加えて、東京と名古屋、大阪（各アメダス観測所）の

冬期の最低気温が2℃以下となる日数を比較すると、東京

と名古屋は大阪よりも多くなっている｡また、東京と名古

屋は2℃以下の日数に大きく差はないが、名古屋は冬型気

圧配置の降水中や降水後に気温が下がりやすいため、路

面凍結における気象予測及び雪氷体制判断がより重要と

なる（図4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3 大雪時における名古屋市周辺の気圧配置 



 

 

 

図4 東京、名古屋、大阪の2℃以下日数 

 

３．効率的な雪氷体制判断 

 雪氷期間（12月1日～翌年3月20日）においては、(株)

ウェザーニューズより気象予測情報を収集し、雪氷体制

を判断している（表1）。 

雪氷体制判断を効率的に決定するため、雪雲の流れ込

む路線への影響度を過年度データや気象条件を基に分

析・検証し、特に上空の寒気や風向・風速に着目した公

社独自の気象予測モデルにより気象予測を行っている。

これに加え、一定気温低下までの経過時間、残留塩分な

どの路面状態から、無降水凍結の有無を含め、路線毎に

最適な雪氷体制を判断している。 

なお、無降水凍結に関しては、精度の高い予測が課題

となっており、今冬期は、高速道路上に気象観測機を設

置し、路上の温度・湿度、風速等の気象情報をリアルタ

イムに収集して、路面凍結の予測に反映する予定である。 

また、大雪予想の場合は、3日前よりタイムラインに沿

って適切なタイミングでWeb会議等により気象予測情報を

入手し、資機材及び人員確保の準備を行っている。24時

間前からはリアルタイムで気象予測情報を収集し、通行

止めの回避や通行止め時の早期解除に向けて、凍結防止

剤の散布や除雪作業に係る最適な雪氷体制を整えている。 

 

表1 体制区分表 

４．雪氷時の安全通行確保のための対策 

降雪が予想される場合や、気温が低く路面の凍結が予

想される場合は、路面の凍結を防ぐため、事前に凍結防

止剤を散布し、路面凍結によるスリップ事故等を防ぐ対

策を実施している。 

また、雪が降り始めた場合は、凍結防止溶液の散布

（写真1）を行うとともに、空ダンプトラックを走行させ、

タイヤ圧により融雪し、積雪の抑制を図っている（写真

2）。 

さらに、路面に積雪する恐れがある場合は、数台連な

った除雪車両を梯団走行させ、路面上の雪を路肩に排雪

することにより、安全通行の確保に努めている（写真3）。    

 

 

 

 

 

 

 

写真1 凍結防止溶液散布 

写真2 空ダンプ走行     写真3 梯団走行 

 

５．おわりに 

 令和3年12月の雪氷時は、夜間を通して懸命な除雪作業

を行ったが、予想以上に朝方の降雪が強まり、5年ぶりに

本線通行止めを行うこととなった。 

今冬期も引き続き、過去の降雪等による雪氷対応から

得た教訓を活かし、安全通行の確保、通行止め時の早期

解除などに万全を尽くしていきたい。 

そのために、気象予測精度の更なる向上や的確な雪氷

体制判断など、継続的に改善に努めていきたい。 

 

 

 

 

 

除雪準備体制

除雪体制

大雪又は暴風雪に関する特別警報が発
表された場合

警戒体制 積雪が１０㎝以上になった場合

非常体制 非常体制は、名古屋高速道路公社災害対策要綱による

準
備
体
制

降水確率が高く、全線で積雪になる恐れが
大きい場合 大雪又は暴風雪に関する警報が発表さ

れた場合で必要と認めるとき降雪により除雪が必要になる恐れがある
場合

体制種別 体制内容

散布体制Ａ

気温の低下などにより、路面
が凍結する 恐れがある場合
(状況により体制を選択)

本線
鋼床版部及び危険箇所に凍結防止剤散
布(湿塩含む)

出入口

散布体制Ｂ

本線 全箇所に凍結防止剤散布 (湿塩含む)
通常はＢ(１)とし、凍結が切迫している場
合はＢ(２)の全線液散布の体制とする出入口


